事前評価調書

	事　業　名
	府立北河内地域支援学校（仮称）新築事業

	担　当　部　署
	教育振興室　支援教育課　学校整備グループ（連絡先06－6944－9362）

	事　業　箇　所
	大阪府枚方市村野西町60-1

	事　業　概　要
	目　　　的
	大阪府教育委員会では、府立支援学校25校のうち、知的障がい支援学校11校、肢体不自由支援学校高等部に知的障がいのある生徒を対象とする生活課程を置く知肢併置校５校を設置している。府立支援学校に在籍する知的障がい児童生徒数は増加を続けており、過去10年間で、約1.4倍となっている。

北河内地域には小・中・高等部の設置されている知的障がい支援学校として、守口支援学校、寝屋川支援学校、知肢併置校として交野支援学校がある。この地域では、特に寝屋川支援学校の児童生徒数が増加しており、平成30年度の将来推計においても、北河内地域では平成20年度に比べさらに163人増が見込まれている。大阪府教育委員会では、ソフト・ハードの両面にわたって、対応を続けてきたところではあるが、各支援学校においては、敷地や教室、その他スペースに余裕がなくなりつつあり、これ以上の児童生徒数の増加には対応が困難になってきている。以上の経緯を踏まえ、既存支援学校の大規模化の解消をはかるとともに、今後増加していく児童生徒を受け入れるため、新たな支援学校の整備を行うものである。
一方、府立支援学校高等部における知的障がいのある生徒の進路については、授産施設・更生施設等への福祉的就労が70％を超える一方で、企業等への就職は全国平均26.4％より約7ポイント低い19.3％（平成21年度）に留まっている。平成20年7月の大阪府学校教育審議会答申においても「府立たまがわ高等支援学校のような就労を通じた社会的自立をめざす学校については、生徒や保護者のニーズが高く、進路選択肢の多様化という観点からも、今後、高校の通学区域を踏まえるなど地域バランスを考慮しながら、計画的に配置していくことが必要である」とされた。

府立たまがわ高等支援学校の平成20年度の入学者選抜志願者倍率は1.92倍、21年度は1.31倍、平成22年度1.95倍となっており、府域全体のニーズを満たしているとはいえない状況にあり、新たに北河内地域高等支援学校を整備するものとする。

この地域では、平成20年度、枚方市から旧枚方市立村野中学校跡地に支援学校新設の要望が出されていた。
当該跡地は地理的諸条件等に恵まれ支援学校の設置に適していることから、平成21年度、旧枚方西高校跡地の一部を含む府有地との等価交換を行い、その用地を取得した。
この用地を活用し、整備するものであるが、その整備にあたっては敷地の有効活用の観点から、支援学校と高等支援学校の併設とし、校地・校舎の一部を共用する。


	事業概要
	内　　　容
	○　敷地面積：約21,000㎡

○　校舎規模：新築校舎　延床面積　約16,000㎡　

ＲＣ造3若しくは4階建　給食棟含む４棟編成

○　想定児童数：支援学校　　　300人

（内訳）小学部70人・中学部80人・高等部150人

　高等支援学校　100人　

計　　400人

○　主要施設：普通教室、特別教室、体育館、給食棟等

	
	事 業 費
	全体事業費：約52.1億円（文部科学省国庫負担金等約12.8億円）
（内訳）設計費等　　約1.5億円
校舎工事（撤去工事含む）約50.6億円

	
	
	【事業費の積算根拠】

工事概算書より
	【工事費の内訳】
撤去工事費　約　3.1億円
新築工事費　約47.5億円



	
	事業費の
変動要因
	【事業費変動要因の予測】



	
	維持管理費
	補修・メンテナンス費用　300千円/年

大規模改修費用　1,400千円/年（築30年後43,000千円） 

	
	関連事業
	　特になし


	上位計画等の位置づけ
	府立支援学校施設整備基本方針（平成21年3月策定）

	事業の進捗予定
	事業段階ごとの進捗予定と効果
	【予定年度】

　平成22年度　基本計画

　平成23年度　基本設計・撤去工事
　平成24年度　実施設計

　平成25～26年度　建設工事

	
	完成予定年
	平成27年4月開校

	事業を巡る社会経済情勢


	府立支援学校に在籍する知的障がい児童生徒数は増加をつづけており、過去10年間で約1.4倍となっている。これまで、府教育委員会ではハード・ソフト両面における取り組みをおこなってきたところであるが、平成20年度において児童生徒数が200人を超える学校が9校（うち300人を超える学校が5校）となっている。平成20年度に、今後10年間の児童生徒数の将来推計を行ったところ、平成30年度の児童生徒数は1,184人の増加となった。
　このような現状を踏まえ、平成20年度策定の「府立支援学校施設整備基本方針」において、小学部・中学部・高等部のある知的障がい支援学校を、平成25年度までに「豊能・三島地域」「北河内地域」「中・南河内地域」「泉北・泉南地域」の4地域において各1校の整備に着手することとした。

	地元等の協力体制
	· 地元周辺自治会には支援学校新設について概ね同意を得ている。

· 地元住民に対する説明会は今後事業の進捗に応じて適宜行っていく。

	事業の投資効果          
	費用便益分析
	具体的な便益内容
	備　　　　考

	
	
	
	【算定根拠】
支援学校における費用便益測定の方法が確立されていない。
【受益者】　府民

	
	代替指標
	　○今後の知的障がいのある児童生徒数増加への対応が可能である。

○新たな学校を設置することで、近隣の府立支援学校の児童生徒数増加への対応が図られるなど、教育環境の向上も期待できる。
○北河内地域における１校あたりの平均児童生徒数
H22　292.8人（知肢併置は0.5校と想定）
　　　↓
H30　236.8人

	自然環境等への影響と対策
	事業予定地は、平成13年3月に閉校した中学校用地で、現存している校舎や体育館などは閉校後劣化及び老朽化しているため、解体撤去を行ったうえで新築校舎を建設するが、その建設段階においては、省エネルギー、省資源、リサイクル、廃棄物処理・適正処理等について、また、維持管理面においても低環境負荷型の施設が実現できるよう、基本計画・基本設計のなかで検討していく。

	代替案との比較検討
	【校舎の増築】
今後の児童生徒数の増加に対応できるだけの規模の校舎を既存の支援学校の敷地内に増築するとした場合、以下の問題点が考えられる。

○敷地内に余裕スペースがないため、グラウンドに建てることとなり、児童
生徒の教育環境に多大な影響を及ぼす。
○児童生徒数増に伴って増加する給食の喫食数に対し、給食調理場の施設設備が対応できず、安全な給食の提供が出来ない可能性が高い。また、給食調理場の改修を行った場合、給食を一時停止しなければならない。

○支援学校ではスクールバスを運行しており、児童生徒数増に伴いスクールバスを増車した場合、安全な乗降が可能な駐車場所を確保することが非常に困難である。
○児童生徒数の増加に伴い教職員数も増加し、職員室や更衣室の狭隘化をはじめ、学部間の交流や情報交換が難しくなる。
以上のことから、新校整備を行うものとする。

	その他特記すべき事項
	＜知的障がいのある児童生徒数の増加に伴う取り組み＞

１．施設面

・守口支援学校（Ｈ８）・吹田支援学校（Ｈ10）の開校

・泉北高等支援学校の改編（対象とする障がい種別：病弱から知的障がい）
（Ｈ11）

・知肢併置５校（Ｓ58以降順次）

・校舎の増改築（佐野支援学校増築Ｈ17供用開始、富田林支援学校増築H21供用開始）

・特別教室等の普通教室への転用

・新校開校までの対応策として、吹田支援学校鳥飼校・交野支援学校四條畷校・八尾支援学校東校・佐野支援学校砂川校の4分校を開校（H22）

２．運営面

・教頭複数配置（Ｈ12以降順次）

・首席配置、指導教諭配置（Ｈ18以降順次）

・准校長配置（Ｈ19以降順次）

	外部の専門家の意見等
	平成19年の特別支援教育への転換の流れを受けて、一人ひとりのニーズに応じた支援を行うために、多様な選択肢が必要であると考える。そのため、地域の小・中学校や高校等への受け入れの推進も当然必要であるが、今後の知的障がい児童生徒数の増加傾向を考慮した場合、知的障がい支援学校を新たに整備し、支援学校での受け入れ体制を整えることは重要である。また、知的障がいのある生徒の就労についても、府民ニーズの点からも、高等支援学校の整備は妥当であり、本事業については、実施すべきものであると考える。

なお、事業実施にあたっては、地域との連携を図れるような取組を推進し、「ともに学び、ともに育つ」を実践するような学校としていただきたい。また、高等支援学校については、地域の企業での職場実習などの地域連携を行うとともに、支援学校においては、高等部段階のみならず小・中学部段階においても、職業観を育むようなキャリア教育に取り組んでいただきたい。



	意見等への対応
	既存支援学校においても学校運営上、可能な範囲で地域との交流をはかり、地域に開かれた学校づくりをめざしている。本事業で整備される北河内地域支援学校（仮称）についても、学校行事や作業学習などを通じて地域社会とのつながりを深めるような学校運営を行う。

高等支援学校においては地域の企業での職場実習を多く取り入れるような教育課程を作成し、支援学校についても、就労を含めたキャリア教育に取り組む。


	対応方針
	事業実施は妥当

＜判断の理由＞

知的障がい支援学校については、平成４年１２月の大阪府学校教育審議会の答申において、児童生徒数150～200人程度の規模で学校を整備していくことが妥当とされて以降、校舎の増築、特別教室の普通教室への転用等、ハード面での対応とともに、准校長や複数の教頭の配置など、学校の円滑な運営体制を確保してきた。

平成20年7月の同審議会答申においては、これらの点をふまえ、150人～200人程度の規模を超えれば直ちに対応が必要であるとは考えないが、150人～200人程度の規模を大きく上回っている学校については、教室不足による学習指導上の課題や、教員数の増による管理上の課題等を踏まえた教育環境の充実が求められていることから速やかに対応をすべきであると示されたところである。

　各支援学校においては、敷地や教室、その他スペースに余裕がなくなりつつあり、加えてカリキュラム編成上の工夫も難しくなってきており、これ以上の児童生徒数の増加には対応が困難になってきている。また、児童生徒数の増加に伴い教職員の数も増加しており、職員室や更衣室の狭隘化をはじめ、全学部での職員会議を行うスペースがなく、学部間の交流や情報交換が難しくなるなど、学校運営に関わる課題も生じている。
また、平成20年7月の同審議会答申において「府立たまがわ高等支援学校のような就労を通じた社会的自立をめざす学校については、生徒や保護者のニーズが高く、進路選択肢の多様化という観点からも、今後、高校の通学区域をふまえるなど地域バランスを考慮しながら、計画的に配置してくことが必要である」とされ、平成21年1月策定の「『大阪の教育力』向上プラン」では「障がいのある生徒の就労を通じた社会的自立を支援する観点から、地域バランスを考慮し、就職率100％の実現をめざした『たまがわタイプ支援学校』を整備する」としている。

　北河内地域についても、地域内の支援学校の大規模化等の事情を勘案し、また、知的障がいのある児童生徒の就労を通じた社会的自立をめざす学校についても府民のニーズが高いことから、本事業の実施は妥当であると判断する。


